
①

○ 我が国の海辺には、美しい白砂青松が多数存在している。

(日本の白砂青松１００選（(社）日本の松の緑を守る会）より作成）

海辺の自然環境

●白砂青松の海岸



○ 全国において鳴き砂のある海岸は、以下のように分布している。

（国土交通省資料）



②

  ○  海や海辺に対する国民の意識についてアンケート調査を行った結果、

以下の結果が得られた。
 

（平成１２年６月国土交通省（旧運輸省）アンケートより作成）

（国土交通省調べ）

（平成１２年８月海辺ニーズに関する世論調査（旧総理府）より作成）

海や海辺に対する国民の意識



③

・各場所での砂利採取の経年変化は以下のとおり。

（経済産業省、 国土交通省資料より作成）

海砂利採取
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④

○ 主な海域での現存する藻場面積及び昭和５３年から約１０数年間

の消滅の原因は以下のとおり。

　　（第４回自然環境保全基礎調査（旧環境庁）より作成）

　　（第４回自然環境保全基礎調査（旧環境庁）より作成）

藻場

     藻場消滅原因別割合

埋立等直接改変
28.1%

磯焼け
14.7%乱獲

0.4%
その他海況変化等
16.2%

不明
40.6%

7,306

8,238

8,744

10,263

14,761
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現存藻場面積 （ha）

能登半島

釧路

津軽海峡

駿河湾

佐渡

 海域別の現存藻場面積

（合計：６，４０３ha）



⑤

○ 主な海域での現存する干潟面積及び昭和５３年から約１０数年間

の消滅の原因は以下のとおり。

　　（第４回自然環境保全基礎調査（旧環境庁）より作成）

　　（第４回自然環境保全基礎調査（旧環境庁）より作成）

干潟

1,549

1,640

4,465

6,409

20,713

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000

現存干潟面積 （ha）

三河湾 

東京湾 

八代海

周防灘西

有明海

  海域別の現存干潟面積

 干潟消滅原因別割合

埋立
42.0%

浚渫
10.9%

不明
45.0%

干拓
2.1%

（合計：３，８５７ｈａ）



⑥

○ ウミガメやカブトガニが生息している海岸は以下のように分布

している。

海辺の生物の生息環境

(国土交通省資料)

カブトガニの生息が
確認されている海
岸

うみがめの生息･産
卵が確認されてい
る海岸



⑦

○ 日本の各海域における赤潮の発生状況は以下のとおり。

（２００１海上保安レポート より作成）

赤潮の発生
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赤潮の海域別発生確認件数の推移



⑧

○ 東京湾、伊勢湾、大阪湾及び瀬戸内海での環境基準（ＣＯＤ）の

達成状況は以下のとおり。

（平成13年版 環境白書 ）

環境基準の達成状況

  総量規制３海域の環境基準(COD)達成率の推移

（平成13年版 環境白書 ）



⑨

○ 海洋汚染の発生確認件数や海域への油流出を伴う主な事故は

以下のようになっている。

（２００１海上保安レポートより）

(国土交通省資料)

海洋汚染

  海洋汚染の発生確認件数の推移

これまで発生した油流出を伴う事故のおもな事例



⑩

○ 日本沿岸での漂流物の状況は以下のとおり。

（平成12年版 海上保安白書 ）

海上漂流物

 日本周辺における海上漂流物目視調査結果（平成11年）

　　　　（２００１ 海上保安レポート より作成）



⑪

○ 海岸に漂着するゴミの発生源は以下のとおり。

海岸漂着物

最も量が多いゴミの発生源

河川からの流出
物
30%

不明
5%その他

0%

無回答
3%

海域からの漂着物
36%

陸域から
の持ち込み
26%

  海外からの漂着ゴミの有無
       （地域別）

（平成１２年国土交通省アンケート調査より作成）



⑫

○ 投棄された船舶の状況は以下のとおり。

船舶の投棄

439

868 801

773

1187

1104

712

732

921

1198

503

386

568
593

532 590

620

609

463

1084

273

352 354

618

783

686 703

890

1133
1098

813

730

561

389
416

499

408

280275

181

92 77 74

210

284
270

314
329

368

320

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

2000

平成３年 ８年 １２年１１年９年 １０年７年６年５年４年

（

隻
数
）

１３３１
（８２８）

１３０４
（８６５）

１６９３
（１１８８）

１８１８
（１２０８）

１５１１
（８９１）

１２６４
（６７４）

１３０５
（７８２）

１６７２
（１０７９）

１５７３
（１００５）

１２１２
（８２６）

ＦＲＰ廃船
確認隻数

FRP廃船
処理隻数

新
た
に
確
認
さ
れ
た
隻

数

処
理
さ
れ
ず

前
年

か
ら

繰
り
越
さ
れ

た
隻

数

ＦＲＰ廃船

未処理隻数

投棄船舶の確認状況（平成３年～１２年）
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　 ４   確認総数の（　）内は撤去された隻数を指す。 （海上保安庁資料）



⑭

○ 東京湾に入湾する船舶及び航路別管制船舶隻数の通行状況は以下

のようになっている。

（２００１海上保安レポート）

海上交通の混雑
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東京湾に入航する0～500総トンの船舶の航跡図
（平成元年10月30日正午～31日正午（24時間））



(平成12年1月～12月)

管制船舶とは、
（1）巨大船　　長さ200ｍ以上の船舶
（2）危険物積載船
　　　①火薬類80トン以上を積載している総トン数300トン以上の船舶
　　　②ばら積みの高圧ガスで引火性のものを積載している総トン数1,000トン以上の船舶
　　　③ばら積みの引火性液体を積載している総トン数1,000トン以上の船舶
　　　④有機過酸化物200トン以上を積載する総トン数300以上の船舶
（3）長大物件えい（押）航船
　　　引き船の船首から引かれる物件の後端まで又は押し船の船尾から押される物件の先端までの
　　　距離が200m以上のもの
をいう。

（２００１海上保安レポートより作成）

航路別管制船舶隻数の通航状況

①浦賀水道航路 ②中ノ瀬航路 ③伊良湖水道 ④明石海峡 ⑤備讃瀬戸東 ⑥宇高東 ⑦宇高西 ⑧備讃瀬戸北 ⑨備讃瀬戸南 ⑩水島 ⑪来島海峡

日本船 5,070 1,142 2,249 2,487 1,999 0 5 1,098 1,153 839 2,455

外国船 10,488 3,941 4,288 2,376 1,812 0 0 877 792 1,025 1,029

計 15,558 5,083 6,537 4,863 3,811 0 5 1,975 1,945 1,864 3,484

①

②

③④

⑤

⑥⑦
⑧
⑨

⑩

⑪

隻/年



⑮

○ マリンレジャーで海を利用している人の数は以下のようになっている。

（平成12年版 海上保安白書 ）

（図説 漁業白書 平成11年度 ）

マリンレジャー人口

マリンレジャー参加人口の推移

海面における遊漁者数の推移



⑯

○ 船旅を目的として航路を利用した人の数は以下のとおり。

全　体　人　数

日本と海外を結ぶ航路を利用した人の数

国内を巡る航路を利用した人の数

（国土交通省（旧運輸省）資料）

クルーズ人口



⑰

○ 港湾における水際線の開放状況は以下のとおり。

　　　（港湾管理者へのアンケート調査（1993年6月、2000年7月）より国土交通省（旧運輸省）作成）

市民が近づける海辺の状況



⑱

○ プレジャーボートの保有隻数の推移及び小型船舶操縦士の

免許保有者の推移は以下のとおり。

（平成13年版 観光白書）

プレジャ－ボ－トの利用

プレジャーボート保有隻数
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（日本小型船舶検査機構資料より作成）

単位：千隻

小型船舶操縦有資格者数の推移

 舟艇保有隻数の推移



○ プレジャーボートの保管の実態は以下のとおり。

プレジャーボートの保管状況

 

※調査範囲は全国全ての港湾、漁港、河川
（１９９６年の国土交通省（旧運輸省、旧建設省）、水産庁調査より作成）



⑲

○ 家庭から発生したゴミ（一般廃棄物）の最終処分場所の状況は

以下のとおり。

環境省資料より作成

廃棄物の海面処分

一般廃棄物の海面処分場のシェア
（全国、1998年）

陸上処分率
82%

海面処分率
18%

一般廃棄物の海面処分場のシェア
（東京湾、1997年）

海面処分率
49%

陸上処分率
51%

一般廃棄物の海面処分場のシェア
（東京都、1998年）

海面処分率
85%

陸上処分率
15%



⑳

○ 東京湾における埋立の状況及び工場跡地等の低未利用地の状況は

以下のとおり。

東京湾の臨海部低未利用地

（2001年5月 国土交通省調べ）

臨海部における土地利用

木更津エリア

千葉エリア
東京エリア

横浜エリア

川崎エリア

107.8ha木更津エリア

382.1ha千葉エリア

9.6ha横浜エリア

147.5ha川崎エリア

276.5ha東京エリア
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○ 戦後の埋立の状況は以下のとおり。

目的別竣功埋立面積（S20～H10) 単位ha （ ）内は%

住宅用地 工場用地 農業用地 その他 計

(4 ) (54 ) (42 )

2,776 36,976 28,381 68,133

(4 ) (8 ) (68 ) (20 )

5,471 12,096 99,368 28,944 145,879

（国土交通省資料）

港湾区域以外

埋立面積

港湾区域

戦後の埋立面積の推移
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○ 深層水の取水施設の分布状況は以下のとおり。

（（社）海洋産業研究会資料）

海洋深層水

海洋深層水取水施設の分布図
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○ 風力発電施設の設置状況は以下のとおり。

風力発電

「風力発電導入ガイドブック」ＮＥＤＯ

風力発電施設分布図
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○ 日本の漁業生産量等の推移及び食用魚介類の自給率等の推移は、

以下のとおり。

漁業

  漁業部門別生産量等の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  (農林水産省ホームページ)

内水面漁業
　　　養殖業
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○

台風18号による高潮災害：熊本県不知火町（1999年9月24日）�

(国土交通省資料)

高潮の発生

過去の主な高潮災害は以下のとおり。

過去の主な高潮災害

おもな おもな 最高潮位 最大偏差 死者・行方全壊・半壊 備考

年月日 原因 被害地域 T.P.上(m) (m) 不明 (人) (戸)

大6.10.1 台風 東京湾 3.0 2.1 1,324 55,733

昭2.9.13 台風 有明海 3.8 0.9 439 1,420

昭9.9.21 室戸台風 大阪湾 3.1 2.9 3,036 88,046

昭17.8.27 台風 周防灘 3.3 1.7 1,158 99,769

昭20.9.17 枕崎台風 九州南部 2.6 1.6 3,122 113,438

昭25.9.3 ジェーン台風 大阪湾 2.7 2.4 534 118,854

昭26.10.14 ルース台風 九州南部 2.8 1.0 943 69,475

昭28.9.25 台風１３号 伊勢湾 2.8 1.5 500 40,000

昭34.9.27 伊勢湾台風 伊勢湾 3.9 3.4 5,098 151,973

昭36.9.16 第２室戸台風大阪湾 3.0 2.5 200 54,246

昭45.8.21 台風１０号 土佐湾 3.1 2.4 13 4,439

昭60.8.30 台風１３号 有明海 3.3 1.0 3 589

平11.9.24 台風１８号 八代海 4.5 3.5 13 845
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○ 海岸線は、波や流れにより侵食や堆積などの影響を受け、

常に変化している。その状況は以下のとおり。

海岸浸食による浜崖：鳥取県米子市皆生海岸

海岸線の変化面積

面　　積 年変化面積

明治-昭和(70年間) （ｈａ） （ｈａ／年）

侵　　食 179

堆　　砂 7,480 107

差し引き 5,059 72

昭和-平成(15年間)

侵　　食 4,605 307

堆　　砂 2,210 147

差し引き 2,395 160

（国土交通省資料)

海岸侵食

12,539
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○

(国土交通省資料)

津波の発生

北海道南西沖地震津波による被害（平成７年／北海道奥尻町青苗地区）

過去の主な津波災害は以下のとおり。

年 月 日 地　震　名 被害地域
死者･行方
不明者（人）

被害建物
（戸）

備考

明29.6.15 三陸地震 北海道から宮城の太平洋岸 27,123 10,617

昭8.3.3 三陸地震 三陸海岸など 3,008 11,841

昭19.12.7 東南海地震 静岡、愛知、三重など 1,223 57,248

昭21.12.21 南海地震 中部以西 1,443 68,006 地震被害も含む

昭35.5.23 チリ地震 日本沿岸各地 139 22,639

昭43.5.16 十勝沖地震 青森、北海道南部 52 19,695 地震被害も含む

昭58.5.26 日本海中部地震 北海道、青森、秋田 104 6,359 地震被害も含む

平5.7.12 北海道南西沖地震 北海道、青森 231 3,443 地震被害も含む

過去の主な津波災害
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○ 埋立地では、地震により液状化が発生する場合がある。

埋立地の液状化

阪神・淡路大震災により、神戸港ポートアイランドに発生した液状化による噴砂現象
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○

○

地球温暖化による海面上昇

ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）第３次評価報告書（2001年9月）によ
る全地球平均の気温変化予測及び海面水位上昇予測は以下のとおり。

50cmの海面上昇が生じた際,満潮時に海面下となる国土面積・人口は以下のとおり。

満潮時に海面下となる国土面積・人口・資産

54兆円200万人

861k㎡ 77兆円

286万人

1412k㎡

0

50

100

150

面積 人口 資産

現状
海面上昇50cm

面積
(10k㎡)
・
人口
(10万人)
・
資産
(兆円)

出典：地球温暖化の沿岸影響（土木学会）H6～H7
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○

(海上保安庁資料）

海難の発生

海難の発生状況は以下のとおり。

　
　

　海難船舶の距岸別隻数の推移

(2001海上保安レポートより）



(海上保安庁資料）

（２００１海上保安レポートより）
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  ○  

（国土交通省（旧運輸省）資料）

座礁船の放置

平成１２年末現在、座礁し放置されている船舶は以下のとおり。

⑧
④

②

⑥⑨
⑩
⑪
⑫

⑤

⑦

①
③

① S61. 8.26乗揚：ﾊﾟﾅﾏ貨物船 TATONG
② S62. 3.20乗揚：ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ貨物船 EIKI MARU No.16
③ H  3.10.30乗揚：ﾊﾟﾅﾏ貨物船 SIENKIEWICZ
④ H  4.12.27乗揚：ﾛｼｱ貨物船 DRUZHBA
⑤ H  5.  5.  3乗揚：ﾊﾟﾅﾏ貨物船 NUGGETS No.7
⑥ H  6.  8.  2乗揚：ﾍﾞﾘｰｽﾞ曳船 長生3号
⑦ H  8.  8.13乗揚：ﾍﾞﾘｰｽﾞ冷凍運搬船 OCEAN BRAVE
⑧ H11.12.  7乗揚：ﾛｼｱ貨物船 MRS-150-346
⑨ H12.  2.27乗揚：韓国ｸﾚｰﾝ台船 （旧船名第13金剛丸）
⑩ H12.12.11乗揚：ﾎﾝｼﾞｭﾗｽｸﾚｰﾝ付き浮きﾄﾞｯｸ DAISEN-300
⑪ H12.12.25乗揚：ﾎﾝｼﾞｭﾗｽｸﾚｰﾝ台船 NOJIMA No.2

⑫ H12.12.25乗揚：ﾎﾝｼﾞｭﾗｽ台船 MD-511

放　置　船　舶


